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に関わるかを顧みた上で，最近の諸研究 Contingency Theoryについてり が，
これをどのように補足するかについて重要なものをとりあげて考察してきた。
われわれがこの最近の諸研究でとりあげたのは，環境状況の把握左の関連で









問題がないか否かを検証するために， その提唱者である Lawrence&-Lorsch 
やそのグループの研究と照合してみた。そこでとりあげたのは，同じ消費財を
生産し，環境状況や技術条件などで全く類似する二工場白集権構造と分権構造
の差異を比較，検討する A.H.Walker& J. W.<Lorsch，環境状況という点
でそれぞれ異るプヲ Aティック，食品，コンテナ の各産業に属する企業の部








企業の内部， つまり組織の階層(例えば，制度レベノレ， 経営νベル， 工場ν ミル白
ごとき)の如何であらわれ方も具るから， いわゆる適合の問題を考えるに際し
























11 Contingency Theoryの特徴 (1)



















1) P. R. Lawrence & J. W. Lorsch， 0申出tt，zatw1t醐 dEnv開閉館叫 1067，pp. 162-163 
2) ]. W. Lo四品&S. Tr，凹boff，f' Two Universal Models，" in L:i四ch& Lawrence eds. 




















る rationalsystem model として組織をとらえ Lたがって集権的構造をと
ることが，経済発展の一定段階における企業にとって必要不可欠であるというl
-般的認識との関連から成立するものと考えることができる。換言すると，
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May-June， 1971 
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策はもとよりのことであるが，それに止まらず，いわゆる「職務広大J (job en 
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態化に基くものとしてとらえ (groundis in回 otion)このような状況をもたらす
事情として次白三点をあげているぺ (1)企業規模の巨大化により，環境へり影
8) 1950年の IBMにおける聯務拡大など。 ASME，中 cit.，p. 44 
9) Emery & Ta;;t， Qt cit.， p.51 












ととなる問。例えば Burns& Sta¥kerが TheManagement of Innovation~ 
1961において，古典的そデノレと参加モデルのそれぞれが有効な場合のあること




111 ' Contil)gency Theoryの特徴 (2)
Con tingency Theoryの他の特徴が，環境状況との関連で， socio-technologi-
cal approachを基底において，組織のデザインに迫ろうとするものであるよと
もすでに指摘し亡きたとιろである。
とιろで環境状況との関連で socio-t町加工ologicala pproach ~萎底におい
て， 組J織 7'-1f'イ γ に迫ろうということとなると， 組織はそもそも基本的には
socio-technologicalな結合体りはずであるから， その意味で，これまた今に始
まったことではなし何故あらためて問題となるかという疑問が生巴て〈るφ









れは，今日の組織問題に迫る上で. open， socio-technologi'cal systemこそ適切
な視点を与えるものと考えてきた1九










tion in M四 agement，196011); 相主作用論的接近を説く E..0: Chapple & L. 
R. Sayles， The Measure of A1a1Ulgement， 1961叫 socio-technologicalアプロ




12) F. E. Emery & E. L. Tri~t ， '~Socio-Technical Systems，"-in C. W. Churchman & M 
Verhulst ed8.. Maηaz四zent&酎 u:es，VoL 2. 1960， p'p. _84~87 
13) 拙稿“アメロカ経官学のー動向"(3) 経済論説第四巻第2号，昭和38年8月。
14) 捌稿“アメリカ経営学のー動向"，(2) 経済論龍第91巻第6号.昭和38年6月ー
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La:wrence & Lorschが意思決定論学派色呼び， Lorsch & Troobo旺が cogm-
tlve学派と呼ぶ， March & Simon. Organt"zations， 1958; Cyert.& March， 


















15) 拙稿“組織と γステム"山本純一編，経営システム白研究， 日本事務官昔率協会，昭和39年。
16) 拙稿“アメリカ経営学のー動向"(1)，経済論叢，第91巻第5号，昭和38年5月四
















ばれる接近が拾頭することとなったからである。例えば， R. Lippit et al.， The 
Dynamics of Planned Change， 1968; R. R.Blake & J. S. Mouton， The 







18) S. A. Allen II &]. ]. Gabarro，“The Sociotechnical加 dCognitive M，吋eJs，"in Lorsch 
& Lawrence吋s.O:ηganizatiO'J'tPlann間'g，1972， p.27 
19) R. M. Cyert & ]. G. March，“Organizational Design，" in W. W. Cooper et aJ. New' 
Pe円;pectivesin Organi.:ration Research， ]964 
20) E. D. Chapple & L. R. Sayles. The Measureザ l¥Ilanagement，1961， pp. 191-201，拙
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ち何故あらためて open~ socio-t配 hnologicalapproach IJ)ζ とき， 当然とも
いえることが今Hにおいて問題となるかについて答えることができることとな
21) P. A. Clark， Organizational Design， 1972， pp. 21-22 
22) Clmk， ot. cit.， pp. 11-17;稲葉元吉“組織開発論ι土コ その主要内容"組織科学， Vol. 7. 
No. 4， 1973， 12-13ベー じん
23) W. Bcnnis，“Who Sank the Yellow Submarinp.?>> p.叩 r.hnZo巴 ，Today， Nov. 1972-. pp 
112-20; Luthans. op. 'cit.， p.71 
24) J. Galbroith. Des留ningG田npk:cOrgan問。r回 n，1973， Foreword 




















C佃 tingencyTheory :g，単なる 八、六 % 
紅織論との関連のみで問題とせず， 〆場令'/ 丸ω 多
むしろ管理論全休との関連におい 19mb fWつ¥づ システム論 1970 
て，新しい研究の方向を示すもの 、二 J竺
として評価する人々がいるという ¥Y↓十¥ ト品J 
1960 
ことである。例えは F.Luthans. 
管理論 弛程 j論 管理論
およびR.J.M叫吋Eがそれ ジ?川 / ¥ ルー
である。






















実践的アンチテーゼとして位置づけ，その提唱者である Lawrence& -Lorsch 
の主張の紹介， さらには， イギリスの最近のこれに関する見解を代表する T.
Luptonの紹介によって，これを裏付けた上で. I Contingency Theor-y (J)批判ι
的見解に論及し，次のごとく述べている。例えば， Contingency Theoryを，
25) Luthans， op. cit.， p.69 



























27) 一寸木俊昭“コ νテインジェ γジー セオリーの検討"現代経治学甲課題〈中村常次郎先生還
暦記念論文集〉有斐閣，昭和40年.
2町北野矛Ui言“組織申条件理論 その同開方向 "組職科学:， Vol. 8. No. ~， 1974. 



































には，例えばコンピ 1 ター -rTJ適用条件を明らかにする場合にみられるごとし
上述のごときジャングノレ状態は自ら後退せざるをえないこととなるからである。
われわれもカrって ManagementTheory Jungleの問題にういて論及する















ではないし， またわれわれの ContingcncyTheoryの理解について， 多少と
2町 拙著，経費管理過程論の新展開， 日本生リ酎主主本部，昭和4'年. 161-165~ ジ.200.，206ベ ジ.
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も補完的に論及しておくべき点もある。以下ではこれらの点について考察する
こととしよう。























30) J. Child，“Organizational Structure， Environment 血 dPerformance; The Role~ of 











は何も組織構造に限らず， ほかにも重要なものが幾つもある。 とすると Con.
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31) Child. op. cit~ p. 18 



























32) Child， ot. cit.， pp. 5-6 


















われわれは， 前に Childの主張を紹介し， 組織化適応の問題に迫るのに，
そのダイナミゲクな接近の立場に賛同してきた。しかし ContingencyTheory 




33) 例えば， F. E. Kast & ]. E. RQsenzweig， Organization and Management--A Sy， 
tems Attroach--， 1970， Chap. Six 
34) P. A. Clark. op. cit.， pp. 149-152など。
35) J.]. Mo四e&J.W，工b四ch，. Beyond Theory Y，"瓦 B.R.， May-J une， 1970; Morse， 
“Organizat四 1alCharacteristics and Individual Motivat:ion，" in Lorsch & Lawr田 ceeds. 
$tudies in Organization Design， 1970 









二論文，“ En~ironmelltal and Techl.o1ogical D~teIminants of O:rganization.al 















36) J. Galbra~th，“ Environm四回1 and Technological Determinants of Orgamzational 
Dcsign，" in Lorsch & Lawrence eds. op. cit.， 1970， pp. 113-139 
.37) Galhraith，“Organization Design: An Information Processing View，" in Lo四，h& 
Law-rcncc cds.，。η'gaπizationPlanning， 1972















































38) G<"Ilb:ra.ith， (1ρ cit.， p.59 
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況との関連から socio.technologicalapproachを基底において， 組織のデザ
イY に迫ろうとすることのこ点でとらえ，それらが必ず Lも新奇なものとは
いえないのにもかかわらず， 何故今日あらためて問題とされるに至ったかを
組織論の研究過程を辿りながら検討してきた。次いで， かかる Contingency
Theoryをどのように評価したらよいかを若干の論者の見解を紹介しつつ， 己
の立場が，環境状況との関連から，それぞれ限定された状況じ基いて理論展開を
はかろうとする点で，従来の一般理論よりはるかに実体を伴う理論として，経
営学本来の課題に答えるものであるとともに，いわゆる ManagementTheory 
Jungleの問題へも有効な解決策を提示するものであると考えてきた。 しかし
このアプローチにも問題がないではないu そこでこの点を最後にとりあげ，特
に何らかの状況変数と関連から一義的に組織構造を導き出そうとする姿勢を問
題左 L，これを補完するものとしてダイナミックな理解のあり方について多少
の検討を加えてきた。
Contingency Theoryは， 1960年代の半ば以降Fら，上述のごとき，かなり
明確な問題意識に基いて拾頭してきた新しい研究の動きであるため，まだ検討
すべき余地を少なからず残すとともに，その適用範囲も，組織論に必ずしも限
られないことも含めて，日々生成発展しつつある研究領域である。とすると，
われわれのここでの考察は.Contingency Theoryの性格をかためるためにせ
よ，いささか道草ともいえ，最近の新しい諸研究主，われわれの視点のもとで
整理した上での展開という点では必ずしも充分なものとはいえない。この点に
ついての論及は近い機会に行うこととしたい。(了〉
